平成　　　年　　月　　日
（あて先）東浦町長
住　　　所

事業所名






代表者氏名　　　　　　　　　　　印
雇用保険、健康保険及び厚生年金保険の加入の届出義務のないことの誓約書
（雇用保険）

□暫定任意適用事業に該当する個人事業主であるため。

□役員のみの法人であるため。

□使用する労働者の全てが６５歳に達した日以後において新たに雇用した者であるため。

□使用する労働者の全てが、別表の「被保険者にならない者」に該当するため。

□その他の理由

	


（「その他の理由」を選択した場合）

　平成　　年　　月　　日、関係機関（　　　　　　　　　　）問い合わせを行い判断しました。
（健康保険及び厚生年金保険）

□従業員５人未満の個人事業所であるため。

□従業員５人以上であっても、強制適用事業所となる業種でない個人事業所であるため。

□その他の理由

	


　（「その他の理由」を選択した場合）

　平成　　年　　月　　日、関係機関（　　　　　　　　　　）に問い合わせを行い判断しました。
上記、記載内容は事実と相違ないことを誓約します。
＜雇用保険の被保険者になる者・ならない者の具体例＞　

	区分
	被保険者になる者
	被保険者にならない者

	季 節 的 に 雇
用 さ れ る 者
	　右記以外の季節的に雇用される者

　なお、４か月以内の期間を定めて雇用されたが、その期間を超えて雇用された場合は、定められた期間を超えた日から被保険者になります。
	季節的に雇用される者であって、４か月以内の期間を定めて雇用される者及び１週間の所定労働時間が３０時間未満である者は、被保険者になりません。

※４か月以内 … 例えば１２月１日～
３月３１日は４か月以内に該当し
ます。


	船員
	　右記以外の船員で適用事業に雇用される船員
	特定漁船以外の漁船に乗り組む船員（1年を通じて船員として雇用される場合を除く。）


	昼　間　学　生
	卒業見込証明書を持っている者で、卒業前に就職し、卒業後も引き続きその事業主に雇用される者及び休学中の者、事業主の命により雇用関係を存続したまま大学院等に在学する者は、被保険者になります。


	昼間学生が夜間において就労しても被保険者になりません。

	２以上の適用事業主に雇用される者
	その者が生計を維持するのに必要な主たる賃金を受ける事業主のもとにおいて被保険者になります。


	

	長期欠勤者
	賃金の支払いがなくても、雇用関係が存続する限り被保険者になります。


	

	在日外国人
	外国公務員及び外国の失業補償制度の適用を受けていることが立証された者を除き、国籍（無国籍を含む。）のいかんを問わず被保険者になります。


	

	 法人の代表者

 法人の役職員
	原則として被保険者になりませんが、役員のうち部長・支店長・工場長等従業員としての身分があり（兼務役員）、給料支払等の面からみて労働者的性格が強く、雇用関係が明確に存在している場合は、被保険者になります。


	会社・団体を代表する者は被保険者になりません。

　また、左記の要件を満たしていない者も被保険者になりません。

	生命保険会社等
の  外  務  員
	職務内容、服務の態様、給与の算出方法等の実態により判断して雇用関係が明確な場合は、被保険者になります。


	左記の要件を満たしていない者は被保険者になりません。

	区分
	被保険者になる者
	被保険者にならない者

	事業主と同居の
親          族
	　原則として被保険者になりませんが、次のいずれにもあてはまる場合は、被保険者になります。

①　業務を行うにつき事業主の指揮命令に従っていることが明確であること。

②　就業の実態がその事業所の他の従業員と同様であり、賃金もこれに応じて支払われていること。

　具体的には始業・終業の時刻、休憩時間、休日、休暇及び賃金の決定・計算及び支払方法、締切・支払いの時期が明確に定められ、その管理が他の従業員と同様になされていること。

③　事業主と利益を一にする地位（取締役等）にないこと。


	　左記の要件を満たしていない者は被保険者になりません。

	国外で就労する者
	　事業主の命により日本国の領域外にある適用事業主の支店、出張所等に転勤した者及び日本国の領域外の他の事業主の事業に出向し、雇用された場合で、国内の出向元事業主との雇用関係が継続している者

	　現地で採用された者

	外    国    人
技 能 実 習 生
	　技能実習期間の３年のうち、講習による知識取得活動が終了し、雇用契約に基づく技能等修得活動に移行した場合は受入先の事業主との雇用関係が生じるので被保険者となります。
　　　　　　　　　　　（H22.7.1入管法改正）


	　技能実習期間の３年のうち、講習による知識取得活動の期間は被保険者になりません。

	授 産 施 設 の
作    業    員
	
	　原則として授産施設の作業員（職員は除く。）は被保険者になりません。



	在 宅 勤 務 者


	　指揮監督系統及び拘束時間等、勤務管理、報酬の労働対償性が明確で、事業所勤務の労働者と同一の就業規則等の諸規定が適用される者又は在宅勤務者に関する特別な就業規則等が適用される場合であって、労働条件、福利厚生が他の労働者とおおむね同等以上の者

	　左記の要件を満たしていない者は被保険者になりません。


（出典）愛知労働局発行「雇用保険のしおり（平成２３年１０月）」
